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消費者委員会 特定商取引法専門調査会（第２回） 

議事次第 

 

 

１．日時 平成27年３月27日（金） 10:00～ 12:00 

 

２．場所 消費者委員会大会議室１ 

 

３．出席者 

（委員） 

  後藤座長、村座長代理、阿部委員、有山委員、池本委員、沖野委員、河野委員、 

  鈴木委員、杤原委員、花井委員、増田委員、山本（明）委員 

 （オブザーバー） 

  消費者委員会委員 石戸谷委員長代理、山本（隆）委員 

  経済産業省 伊藤消費経済企画室長 

  国民生活センター 丹野理事 

 （参考人） 

  公益社団法人日本通信販売協会 栃尾理事 

  一般社団法人新経済連盟 関事務局長 

 （消費者庁） 

  服部審議官、山田取引対策課長 

 （事務局） 

  黒木事務局長、井内審議官、金児企画官 

 

４．議事 

（１）開 会 

（２）議 事 

 ○  今後検討を行うべき論点等について 

 ○ 権利に関する問題についての検討 

（３）閉 会 
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≪１．開 会≫ 

 

○金児企画官 本日は、皆様、お忙しいところをお集まりいただき、ありがとうございます。 

 ただいまから「消費者委員会 第２回特定商取引法専門調査会」を開催いたします。 

 本日は、所用により、佐々木委員、高芝委員、野坂委員が御欠席、沖野委員がおくれての御出席

との御連絡をいただいております。 

 最初に、配付資料の確認をさせていただきます。 

 資料１が日本訪問販売協会からの提出資料。 

 資料２が日本通信販売協会からの提出資料。 

 資料３が消費者庁からの提出資料で、平成26年版消費者白書の抜粋。 

 資料４と資料５が国民生活センターからの提出資料。 

 資料６が第１回特定商取引法専門調査会で出された御意見の整理。 

 資料７が本専門調査会のスケジュール（案）。 

 資料８が消費者庁提出資料で、権利販売に関する状況についての説明資料。 

 資料９が新経済連盟からの提出資料で、事前購入型クーポンサイトについての説明資料。 

 資料10が池本委員からの提出資料となっております。 

 資料の不足がございましたら、事務局へお声がけをお願いいたします。 

 なお、委員の皆様のお手元には、前回の資料をつづったファイルを置かせていただいております

ので、適宜御参照いただきますようお願いいたします。 

 それでは、ここからは後藤座長に議事進行をお願いいたします。 

○後藤座長 本日もよろしくお願いいたします。 

 まず初めに、前回の会議で委員の皆様から御質問いただいた種々のデータ等に関する資料につい

て、確認したいと思います。 

 資料１については日本訪問販売協会会長の鈴木委員から、資料２については本日御出席いただい

ている日本通信販売協会の柿尾正之理事から、資料３については消費者庁から、資料４及び５につ

いては国民生活センターの丹野理事からそれぞれ御説明をお願いいたします。鈴木委員からよろし

くお願いします。 

○鈴木委員 おはようございます。それでは、資料に基づきまして御説明申し上げます。 

 日本訪問販売協会の会員の状況でございますが、１ページ目から説明させていただきます。 

 資本金と販売額でございますが、資本金につきましては全体として大変多岐にわたっております。

10億円以上の資本金を有するのは、１割弱の12社。一方、最も多くの会員企業が分布しております

のが1,000万円から2,000万円未満の35社。これに1,000万円未満の企業を加えると、全体の４割近

くが2,000万円未満に属して、いわゆる中小・零細企業が多いということになっております。 

 売り上げのほうも同じように多岐にわたっております。最も多いのが、年間で５億円から10億円
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未満が25社、10億円から20億円未満が24社、100億円から250億円未満が21社、１億円から５億円未

満が18社と、大きくこの４つに分布しているのが特徴でございます。 

 ２ページ目に移りますが、正会員の企業概要、設立年度ですが、設立年別では多くの企業会員が

1975年から2000年代に設立されております。この1975年を起点に急増しておりますのは、翌年の

1976年に特商法が制定された影響と考えております。 

 そして、取引類型別の状況でございますが、会員企業の取引形態は近年、多様化しておりまして、

訪問販売事業に軸足を置きつつではありますが、通販とか連鎖販売、特定継続的役務提供など、他

の取引業態と複合的に事業を行う企業がふえております。そこで、訪問販売事業に加え、他の特定

商取引にかかわる状況を調査項目に加えております。最も多かったのが連鎖販売取引の47社、次い

で、通信販売の26社、特定継続的役務提供の21社となっております。例えば訪問販売で化粧品を購

入されたお客様がエステ等を利用されて、その後、電話等の通信手段を用いて販売される。申し込

みされれば、当該企業が訪問販売の規制に加えて、特定継続的役務提供とか通信販売の規制を遵守

してなければならないと考えております。 

 さらに、連鎖販売取引を導入した場合も同様でございまして、これらの取引形態は一体として密

接な関係にございます。ちなみに、当会員企業の中には店舗販売を行う企業も存在しております。

訪販事業に軸を置きながら、多様化もしているということでございます。 

 続きまして、企業が扱う手段、商品でございますけれども、一番多いのがこの表のとおり、化粧

品、健康商品であります。健康商品については31社取り扱っておりますし、化粧品が25社。それ以

外、学習教材15社、寝具13社、住宅リフォーム11社、ソーラーシステム、浄水器８社、下着５社等々

が続いております。その他の商品には、飲料水みたいな感じのものとか台所用品。その他役務につ

いては、例えば家屋の補強等、リフォーム的なことも含まれております。 

 それから、訪問販売員の雇用状況でございますけれども、この表のとおりでございますが、これ

に関しては、2013年11月から12月にかけまして、当協会の会員企業と賛助会員団体傘下の加盟企業

を対象にアンケートを実施しまして、昨年、2014年度に取りまとめたものであります。この結果、

１年間のうちに収入を得ている販売員を実働として考えておりますけれども、93％弱が女性でござ

います。圧倒的に女性が多い。そして、年齢別には20代から幅広く分布していますけれども、男性

では20歳代、女性では40歳代が一番多い。特筆すべきことは、女性の60歳代が２割、70歳代も10％

ぐらい占めているということで、女性や高齢者が働く業界という一面がかなり強くございます。 

 ある意味では、地域創生とか女性の活躍といった施策の重要性が強く叫ばれている中で、さらに

働きやすい環境を整えることが、各会員企業の方針としても最近、明確に出てきております。 

 また、販売員自体が年齢が高いということと、訪販をやっているということで、単身の高齢者世

帯のケアとか見守り、見回りみたいなことをしっかりとやっていこうということを志向している企

業がふえております。販売員の年齢構成等々からも、そういうことが必然的に生まれてきていると

いうことでございます。 

 大変大まかでございますけれども、現在の当会員の状況について御報告申し上げました。以上で

ございます。 
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○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 続きまして、日本通信販売協会の柿尾理事からよろしくお願いいたします。 

○日本通信販売協会柿尾理事 柿尾でございます。会長の佐々木の代理で御報告させていただきま

す。皆様方の前回の御質問に関しての補足資料ということで、説明させていただきます。 

 資料２の２枚目、JADMA会員社、当協会の会員社の媒体別の利用状況でございます。通信販売の

場合、総合通販と単品通販という形に分かれまして、総合通販というのはいろいろな商品を扱って

いるところでございまして、単品通販というのは健康商品とか化粧品等々を主力に扱っている。そ

ちらの会社は、ともに複数の媒体を使っているところが特色でございまして、１社当たり平均で５

つの媒体を使っているという状況になります。 

 それから、もう一つ特色としましては、皆さん御存じのとおり、近年、インターネットの影響が

かなり大きくなっているということで、会員の９割以上がネットを使っているということが特色で

ございます。それから、ここ数年、PCからスマホへの移行というのがあるかと思うのですけれども、

携帯端末が増加しているということが特色になっております。下の箱の中には、それぞれの媒体を

主力としている代表的な会社を記述させていただいております。 

 それから、３枚目の資料でございますけれども、インターネット通販の売上高。インターネット

につきましての御質問等々がございましたので、全体の売上高につきましては、左側の2001年、そ

れから右側の2013年、比較していただきますと、10年で倍になっているところでございます。 

 それから、会員構成としては、非会員、かなり小規模な事業者、小売店等々、それから大手のネ

ットスーパー等のネット通販の参入もありまして、市場としてはかなり増大が見込まれております。 

 それから、当協会の会員社の中のインターネットの売上高が下のブルーのところでございますけ

れども、徐々に上昇しているという傾向になっております。 

 それから、４枚目の資料でございますけれども、いろいろな通販企業のタイプがあるわけですけ

れども、会員の種別、グルーピングしたものでございまして、健康食品、化粧品、最近、大手企業、

メーカー等の参入もありまして、特に多くなっております。 

 それから、全部のカテゴリーにわたりまして、通販の特色ですけれども、地方の企業の方が都市

部のお客様を対象にできるということで、地方の会員社の加入も多くなってきている。特に、食品

なども地方の名産品といった企業さんも多くなっている。 

 それから、ファッションとかグッズ類、雑貨類はかなり若い方の御利用も多くなってきていると

いうことでございまして、当協会に加盟しているそれぞれの商品別の主力の会社を御紹介している

ところでございます。 

 それから、５枚目の資料でございますけれども、会員のプロフィールでございます。売り上げ規

模別に分布した円グラフでございます。当協会の会員の特色としては、一部のかなり大手の企業と

いうのが結構目立つのですけれども、会員の構成といたしましては、10億円未満の企業で54％を占

めております。以下、だんだんと下から10億円以上30億円未満が95社、20％で、100億円以上の企

業は11％になります。地方企業、地方で創業された中小企業が多いというところも、会員の構成と

しては１つ特色ではないかと思っております。 
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 次のページでございますが、業種別で見た会員社数ということで、これも業界特有の言葉かもし

れませんけれども、専業・兼業。専業社というのは、通販を主力として成り立っている企業であり

まして、兼業というのは通販を１部門、１事業部門として事業をやられている会社でございまして、

例えば百貨店さんとかメーカーさんになります。ほぼ半々、51.7％と48％になります。 

 それから、下に棒グラフがございますけれども、独立系というのが通販だけをやっている企業と

いうことでございまして、最近、次に多くなってきているのがメーカー系でございます。健康商品

とか化粧品等々で参入されているメーカー関係が多くなってきている。これは、グラフを見ていた

だくとわかりますとおり、全産業が通販事業をやっているところが特色かと思います。通販専業と

いうよりも、兼業者がいろいろな形で主力の事業を持って通販に参入しているところが特色になっ

ているかと思います。 

 次のページでございまして、前回の御質問に110番の相談体制等々のお話もございました。当協

会の相談体制は通販110番と申しまして、消費生活アドバイザー７名で構成して対応させていただ

いております。これは、会員、非会員別に全事業者からの相談をアウトサイダーも含めて受け付け

てございますけれども、インターネットの苦情の中で、例えば右側に非会員6,056件というグラフ

がぽんと出ているものがありますけれども、かなり多くなってきています。それは、この緑の四角

にも書いてありますけれども、詐欺的サイトの相談が非常に増加したということが特色でございま

して、このうちのかなりの部分が詐欺的サイトの増加ということになっております。 

 それから、会員のほうでございますけれども、そんなにふえておりません。非会員のほうの、先

ほど言いました詐欺的サイトの増加というのが相談の中でかなりのウエートを占めておりまして、

2012年度までは会員社につきましては減少傾向にありました。 

 それから、会員社についての苦情につきましては、いろいろな部分でコンプライアンス等々の指

導をやっている体制もありますので、減少傾向にあるということでございます。 

 それから、申しおくれましたけれども、グラフの中で会員、非会員、通販一般となっております

けれども、通販一般というのは会員か非会員かが特定できないものです。例えば通販全般の御意見

とか会社が特定できないものにつきまして、この通販一般のほうに分類させていただいております。 

 それから、最後の資料でございますけれども、媒体別の苦情・問合せ状況ということでございま

す。インターネットにつきましては、先ほど申しましたとおり詐欺的サイトが非常に急激に増加し

ております。媒体が確認できたものにつきましてのグラフでございますので、インターネットの詐

欺的サイトの苦情がかなりふえているということがおかわりだと思います。赤がカタログ、ダイレ

クトメール、それからテレビがグリーンでございます。苦情・問合せ等々の件数は低い状況になっ

ております。 

 簡単でございますけれども、以上でございます。 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、消費者庁の山田取引対策課長からよろしくお願いいたします。 

○消費者庁山田取引対策課長 資料３の１枚紙をごらんください。これは、前回、私どもから、消

費者被害・トラブルは推計６兆円というデータをお出ししまして、その根拠をということでお示し
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する資料でございます。この資料は、先ほど座長からも御紹介ありましたとおり、白書からの抜粋

でございます。白書にこのような表が載っております。 

 この数字の出し方でございますけれども、昨年度、消費者庁で「消費者被害に関する数値指標の

整備に関する検討会」、これは公開の場で行ったわけでございますけれども、これを開催して、こ

の2013年、暦年の消費者被害トラブル額というのを推計いたしておりまして、この真ん中の赤で囲

ったところでありますけれども、信用供与を含む既支払額ベースでということで６兆円という数字

を出しております。 

 この推計の方法ですけれども、2013年度に消費者庁が15歳以上の日本国籍を有する１万人を対象

に実施しました消費者意識基本調査の結果と、全国の消費生活センターに寄せられた相談情報が登

録されているPI0-NET、この２つを使用して出しております。具体的には、消費者意識基本調査に

おいて、１年間に消費者被害に遭った経験があると回答した事例数を推計して被害割合を算出し、

この被害割合というのは8.9％ということで、これに人口を掛け合わせて日本全国の被害件数とい

うものを推計し、その被害件数にPI0-NETから算出しました相談１件当たりの平均金額を掛け合わ

せたものということで、６兆円という数字をお出ししております。 

 この参考のところにも書いてございますが、諸外国との比較などをしておりますけれども、諸外

国とは推計方法そのものがもちろん異なりますので、単純な比較はできないということに御留意い

ただければと思います。 

 以上でございます。 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 引き続きまして、国民生活センターの丹野理事からよろしくお願いいたします。 

○国民生活センター丹野理事 ありがとうございます。 

 前回、２つ宿題をいただいたと思いまして、１つ目は、前回、PI0-NETの相談件数には、トラブ

ルと言える苦情だけではなく、問い合わせやクレームのようなものも含まれているのではないかと

いう御指摘がございましたので、それについて御報告申し上げます。なお、資料は４と５をつけて

おりますが、４は参考でございまして、今から口頭で申し上げます。 

 全国の消費生活センター等で受け付けた消費生活相談においては、その相談の内容において３つ

に分類しております。１つ目が苦情、２つ目が問い合わせ、３つ目が要望でございます。前回も申

し上げましたとおり、消費者からの苦情が発生している相談、及び相談の背景に問題のある勧誘が

行われたと客観的に考えられる場合に苦情と分類しております。それに対しまして、いわゆる買い

物相談や生活相談等、そもそも苦情が発生していない相談、及び事業者の方からの相談を問い合わ

せと分類しております。要望は、苦情に分類することが不自然である要望、例えば新聞、テレビで

悪質商法の横行を知ったが、法的規制の強化をしてほしいという要望のみであるものを分類してお

ります。 

 そこで、国民生活センターが収集・管理をしておりますPI0-NET情報、PI0-NET全国版への登録対

象となっているのは、今、申し上げた３つのうちの苦情のみでございます。消費者トラブルと直接

結びついていない問い合わせ及び要望はPI0-NETの件数には含まれておりませんので、つまり
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PI0-NETデータは全件苦情ということになります。このことを御報告申し上げます。 

 それで、参考に資料４というものをつけましたが、「2013年度のPI0-NETにみる消費生活相談の

概要版」というのを出しておりますので、御参考にごらんいただければありがたいと思います。 

 ２つ目の宿題が、消費生活センターに相談される方の割合が少ないのではないかという御指摘が

ございまして、そちらのほうは、資料５をごらんいただければと思います。頭に「第41回国民生活

動向調査」と書いてありますが、国民生活センターではこれまでも調査を行ってまいりましたが、

これは昨年５月に公表した動向調査の抜粋でございます。 

 めくっていただいて３ページの下の図２をごらんください。動向調査をしたのですが、全体の有

効回答数が3,192ですけれども、消費者の方で不満を持ったり、被害を受けたことがある方が1,077

名でございます。 

 第２パラグラフをごらんいただければよろしいのですが、そのうち苦情を相談したり伝えたりし

た先というのは、「販売店やセールスマン」と答えた方の割合が高くて、「消費生活センターなど

行政の窓口」へ相談した方はたったの2.8％という数字になっております。これを見ますと確かに

消費生活センター等の相談窓口に相談されることにハードルがあることがうかがわれると思って

おります。この点につきましては、このパーセンテージが少ないということは、逆に言えば消費生

活センター等に相談されてない潜在的な消費者トラブルが相当数あるのではないかということを

推定させるものと認識しております。 

 以上でございます。 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 ただいま御説明いただきました各資料につきまして、もし御質問等がありましたらお出しくださ

い。よろしくお願いします。 

○杤原委員 丁寧な御説明ありがとうございます。 

 丹野理事には、前回私どもが質問した関係で資料をおつくりいただきまして、ありがとうござい

ました。国民生活センターや全国の消費生活センターには多くの相談に真摯に対応していただいて

おり、東京都をはじめ、全国の自治体も同様に相談体制を強化していただいているということに、

敬意を表しております。 

 私どもとして教えていただきたかったのは、相談を受けた後のその先の処理の実態ということで

あります。相談を真摯に受けていただいているというのは、十分理解しておりますけれども、①相

談員の皆さんの努力でそれが解決できてしまったのか、もしくは、②法規制のすき間などがあって、

相談者の方御本人あるいは相談窓口の方の努力をもってしても解決の糸口がなく放置されたまま

になってしまっているのか、ということです。 

 私どもはそこを知りたいわけでありまして、そういった情報がPI0-NETの中に入っておられるの

かどうか、わかりませんので、もし相談員の皆さんの努力で解決できてしまっているのであれば、

相談員の皆さんの努力や窓口規制のたまものであると思っておりますし、もしそこで手の届かない、

法規制の先にあるものであれば、そこは立法措置が必要であるのではないかということであります。

相談されて解決できているのか、相談したけれども、解決の糸口がなく、それに対して法規制が必
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要なのか、立法措置が必要なのか、そこを議論するために相談を受けた後の処理の実態がどうなの

かというのをお尋ねしたわけであります。 

○国民生活センター丹野理事 御質問、ありがとうございます。 

 相談を受けた後、各地の消費生活センターあるいは国民生活センターでも直接的相談を一部やっ

ておりますが、その中では相談者の方に助言して解決するように適切な助言をしたり、それがかな

わない場合にはあっせんといって、消費生活センターの相談員が間に入って、消費者の方と事業者

の方でうまく解決できないかということを模索するという作業を行っております。 

 ただ、実際におっしゃっているのは、それがどのぐらいできるのか、できないかというお話であ

れば、公式にその数を出しているということではないので、ここで出せるかどうかというのは、持

ち帰らないとわからないということになります。 

○後藤座長 よろしくお願いします。 

○消費者庁山田取引対策課長 今の御説明に追加して、少し補足させていただきますと、御質問の

趣旨にお答えすることは、平成25年度の白書に少し参考になる数字が出ておりまして、これは消費

生活センターがあっせんを行った場合のトラブルの解決率は約９割ということでございます。ただ、

気をつけていただきたいのは、苦情相談件数は年間90万件強あったかと思いますけれども、そのう

ちあっせんをしたのは７万9,728でございまして、そのうち解決したのが７万2,093ということでご

ざいまして、消費生活センターがあっせんに乗り出すというのは、解決の先が見えているものを恐

らくするのだろうと思いますけれども、それに関しては９割ぐらい。ただ、そこに至らないものと

いうのは、詐欺的なものであったり、とんずらしてしまったりということではなかろうかと思いま

す。 

 以上です。 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 丹野理事、何かつけ加えるようなことはございますでしょうか。 

○国民生活センター丹野理事 今、課長に補足していただいて大変ありがたかったのですが、解決

が見込まれるものだけをあっせんしているわけではないので、その点だけはよろしくお願いしたい

と思います。 

○後藤座長 杤原委員、よろしいでしょうか。 

 それでは、ほかのことで何かございますでしょうか。よろしくお願いします。 

○経済産業省伊藤消費経済企画室長 資料３につきまして、山田課長より大変御丁寧な御説明をい

ただきました。もとより白書で閣議決定している中にある数値ですので、我々も否定するものでは

ありませんが、こういった検討の場で、とりわけ他国の例を出しながら紹介されるということです

ので、私どもとして少し留意が必要なのではないかと思われる点を補足しておきたいと思います。 

 まず１点目は、被害金額の算出の方法ですけれども、この資料を読む限りでは、平均支払額を消

費者トラブル数に乗じて算出しているという出し方だと思います。今、国民生活センターからも御

説明ありましたように、PI0-NETの情報は契約購入金額、既支払額。すなわち、これは消費者被害

トラブル額ではなくて、商品・サービス等への支払いの総額、支払額であります。この点、英国は
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商品などの差しかえなどによって追加的に発生している金銭的な部分を算出しており、そっくりそ

のまま移しかえというのは無理があると思います。 

 また、基本調査の中においては、ここで⑧まで項目が出ています。この回答を集計した結果とな

っていますが、恐らく一番多いのは②の機能・品質やサービスの質が期待よりかなり劣っていたと

いう部分だろうと思います。私が承知している限りでは、全体の半分くらいが②であったと思いま

す。この選択は、主観的な部分ですので、実際に被害そのものでまさにこの数値に入れなきゃいけ

ない部分がどれぐらい含まれているのかというところと、あるいは単に機能・品質が劣っていて困

っていますといったような、実際に、金銭的な追加的支払額を求めていないケースも入り混ざって

いると思います。ですから、こういったところはしっかり見なければいけないということです。 

 もう一点、推計そのものについてです。日本は平均の額を全体に掛けるアクロバットなやり方を

していると思います。英国は、金銭的な損失の額と、その構成比を考慮して推計しています。この

構成比をどう推計しているかというところの手段の慎重な判断と、もう一つは、恐らく被害金額ゼ

ロというのも47～48％、英国は入っていると思います。ですから、そういったところもしっかりと

推計した上で比較考量するということが、特にこういった検討の場では重要だろうと思います。 

 もう一点、最後に補足すれば、経由の相談というのをどう捉えるかということだと思います。経

由先の相談窓口で受け付けた経由相談が、件数、契約購入金額としてダブルカウントされているの

ではないか。これは、先般、たしか消費者庁の別の課室だと思いますけれども、そういった修正が

あるということを私ども、聞いたところであります。ですから、そういったところもしっかりと排

除して、今後は数値を出していくことが必要だろうと思います。 

 恐らく白書をつくるたびに、こういった数値は吟味されていくと思います。たしか20年に内閣府

が出したときには約３兆円ぐらいの数字だったと思いますが、６兆円というのを単純に１億2,000

万人、全人口で見た場合は、多分１人当たり５万円ぐらいです。普通、我々からしますと、この５

万円という金額が多いのか少ないのかといったところは、人によってかなり捉え方も違うと思いま

すが、一人一人の心証に大変大きく影響を与える数字だと思いますので、引き続き私どもとしても

しっかり見ていきたいと思います。 

○後藤座長 山田取引対策課長、よろしくお願いします。 

○消費者庁山田取引対策課長 この場は、６兆円の是非を余り議論する場ではないと思います。た

だ、おっしゃったことについて、多少御説明したいと思います。 

 まず、金額がちょっと高めに出ているのではないかという御指摘につきましては、私どもも当然、

これは研究会で議論するに当たっては、外国はどういう推計をやっているのかというのを見ており

まして、単純平均を被害があったという人数に掛け合わせるだけだと、それは高めに出てしまいま

すので、私どももゼロ円のレイヤーと、それから少額案件、１万円以下の被害に遭ったという人の

平均とその件数。それから、高額案件ということで、１万円以上というところの平均とその件数と

いうことで、３段階のレイヤーに分けていますので、何か非常に高く偏った数字ということではな

いのだろうと思いますが、いずれにしても、これは今後新しい数字を出す場合があると思いますの

で、関係省庁ともそのときによく議論したいと思います。 
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 それから、外国と単純比較はできないというのは、私の最初の説明のところでも申し上げたとこ

ろでございます。 

 以上です。 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 よろしいでしょうか。はい。 

 では、前回の会議の補足につきましては、この程度にしたいと思います。柿尾理事におかれまし

ては、お忙しいところ御出席いただきまして、まことにありがとうございました。 

（日本通信販売協会 柿尾理事 退席） 

 

 

 

≪２．今後検討を行うべき論点等について≫ 

 

○後藤座長 それでは、本日の議事に入らせていただきます。 

 初めに、本専門調査会で今後検討を行っていただく論点及びスケジュールについて説明いたしま

す。資料６をごらんください。こちらは、前回の会議において委員の皆様からいただいた御意見や、

前回配付させていただいた資料に記載のあった御意見が可能な限り網羅的に整理されたものとな

っております。 

 続いて、資料７をごらんください。こちらは、前回の会議で申し上げましたように、私のほうで

資料６に整理したような各意見をもとに、今後検討いただく論点及びスケジュールとして整理いた

したものでございます。資料６に記載された個々の御意見の全てを明示できているわけではありま

せんが、スケジュールの許す限り、「その他」の中に含めてまいりたいと考えております。状況に

より、９月以降もさらなる検討を行います。また、ここでお示ししている８月までの日程以外に、

審議状況によっては追加の審議日程を加えることがあり得ることを御承知おきください。 

 よろしいでしょうか。 

 

≪３．権利に関する問題についての検討≫ 

 

（１）消費者庁からの説明 

 

○後藤座長 では、本日は「権利に関する問題について」、御議論いただきたいと思います。 

（新経済連盟 関事務局長 着席） 

○後藤座長 このテーマにつきましては、まず議論の土台として資料８について消費者庁から御説

明いただきたいと思います。 

 また、本日はテーマに関連して一般社団法人新経済連盟の関聡司事務局長に御出席いただいてお

ります。関様、お忙しいところ御出席いただきましてありがとうございます。関様からは、消費者



 

10 

 

庁の説明の後、「事前購入型クーポンサイトについて」、御説明いただきたいと思います。御説明

の後、委員の皆様に意見交換を行っていただく時間をとりたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。 

 まずは、消費者庁から資料の御説明をお願いいたします。 

○消費者庁山田取引対策課長 それでは、資料８、横長のパワーポイントの資料をごらんください。 

 １枚おめくりください。目次とございます。 

 Ⅰで「権利販売に関する状況」ということで、今までの特商法上の権利に関する扱いの整理でご

ざいますとか、立法事実に当たること、これはデータなどについてお示しし、Ⅱで法律的な論点を

お示ししたいと思います。 

 さらにおめくりください。４ページでございます。「１．権利に関するこれまでの特商法上の整

理」でございます。 

 もともと特商法は、昭和51年に訪問販売法としてスタートいたしまして、当時は指定商品という

ものが法律の規制の対象でございました。昭和63年の改正によって、指定役務というものが追加さ

れたわけでございますけれども、このときに役務提供をする主体と、それを販売する主体がばらば

らの場合があるということでございまして、主体がずれた場合について、「指定権利の販売」とい

う表現で規制対象にしたということでございます。 

 当初は、保養・スポーツ施設を利用する権利や語学の教授を受ける権利というものが指定されて

おりましたが、平成13年に映画を鑑賞する権利などが指定権利として追加されてございます。 

 次のページ、５ページでございます。 

 これが権利という表現が出てきた沿革でございますけれども、平成20年に特商法、御承知のとお

り大改正いたしまして、商品・役務の指定制を撤廃いたしました。論理的には権利という表現は指

定役務の裏側という存在でありますので、このときに役務に関して指定制を外すということであれ

ば、権利についても外すというのが素直な論理の流れだと思いますが、このときは権利の外延が不

明確であること、それから指定権利以外の権利についての消費者相談の数が極めて少数だという実

態を背景といたしまして、権利よりも商品・役務の指定制を優先して見直しを行うというのが審議

会の報告書の結論でございまして、権利についての検討は後回しになったわけでございます。 

 １枚めくっていただきます。その後どうなったかということでございますけれども、７ページの

２－１にありますように、昨今、権利に関する相談の中には、役務提供事業者が当該役務の提供を

受けるその権利を他の関係会社に販売させるもの、これは遠隔的に役務提供者と販売者がずれる場

合ということです。そういうものとは異なり、権利そのものを商材化し、主に投資の対象として販

売するものがあるという事態が出てまいりました。 

 真ん中のところで、そのようなグループを便宜的に整理しておりますけれども、主として投資対

象として消費者に採掘権や施設利用権、土地利用権、著作権等の権利売買を行うものを投資目的の

権利売買と呼んでおります。 

 これらについて、消費者庁は何もしてこなかったわけではなくて、下の左の箱にありますように、

消費者安全法において注意喚起を行うとか、それから特商法でも、CO２排出権の売買のときに付随
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して行われる場合が多いCFD取引という役務の部分を捉えて、特商法違反という形で執行した事例

もあるということでございます。 

 次のページをおめくりください。しかしながら、全体として見ると、この権利に関するトラブル

は非常にふえておりまして、右側の下のほうのオレンジのところに、少し細かいのですけれども、

各消費生活センターなどから報告を受けているトラブルの中で、私どもが顕著だと思われるものの

みを取り出して、こういうキーワードを入れてPI0-NETを検索し、さらに一件一件、目検して、関

係ないものを除いていくということで、純粋な投資目的の権利販売に関する相談件数を足し上げて

みたのが左側のグラフでございます。 

 2009年12月に指定商品・役務制は撤廃されたわけでございます。その年に権利に関するトラブル

というのは全体で300件強だったわけですけれども、その２年後にはその10倍以上ということでご

ざいます。2011年ぐらいから特商法の執行なり注意喚起を行って、その効果もあって、トラブルの

件数が少し下がっておりますけれども、2013年度でも2009年度と比べると５倍程度のトラブルが起

きているということでございます。 

 主な相談内容を見てみます。このトラブル、５年間で9,000件弱のうち、詐欺だというタグがつ

いておりますのは全体の３分の１の3,000件でございまして、そのほかにも２次被害とか劇場型勧

誘というのは詐欺的なものだと思いますけれども、詐欺的なものではない、強引だとか判断能力不

十分とか解約をめぐるトラブルというものもかなりの件数を占めているということでございます。 

 ９ページ以降、具体的な相談に上がっている事例を御紹介いたします。これは、特商法の規制対

象にすれば、こういう条文が適用になるということでございますけれども、断っているのに執拗に

勧誘を続けるということでございまして、１点目は金鉱山の採掘権について、断るがしつこく勧め

てくるという事例。 

 その次は、CO２排出権の勧誘で、しつこく電話がかかってくるという事例。 

 それから、３番目、CO２排出権の勧誘で、興味がないと言っても帰ってくれず、２時間ぐらい話

を聞かされて、断ったけれども、また翌日、人が来て、断っても帰ってくれずということで、最後

は銀行に車で連れて行かれて、待機していた車の中でお金を渡してしまったという事例でございま

す。 

 10ページに参ります。 

 必ず値上がりする、必ずもうかる。これは、不実告知の禁止という規定に、特商法の対象になれ

ば当たるわけでございますけれども、投資商品では必ず値上がりするものはないわけでございます

けれども、カラオケ著作権について、持っていたら必ずもうかると言われて購入した事例。 

 風力発電の権利について、元本保証で必ずもうかる。国の認可もあると言われて、お金を渡して

しまった事例。 

 CO２排出権で、高金利で必ずもうかる話がある。元本も大丈夫ということで勧誘されて、お金を

払ってしまった事例というのを出しております。 

 11ページ、威迫困惑類型と言われるものですけれども、１つ目の事例は、水源譲渡担保権の勧誘

で、信用できないので断ったけれども、頻繁に電話がかかってきて、断ると個人情報をばらすぞと
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脅されたという事例。 

 その次は、カラオケの著作権の事例でして、断ったところ、優しかった女性が豹変し、自分のお

財布から出した１万円を床にたたきつけて、そんなにお金が欲しいなら上げるわと怒鳴られ、とて

も怖くなって申し込みをすることにしたという事例でございます。 

 次に、12ページに参ります。 

 今、申し上げてきた事例は、投資目的の権利ということで、巷間、詐欺的なものが非常に多いと

言われている事例でございますけれども、健全と思われるビジネスでも、インターネットの普及に

伴いまして、むき出しの権利を売買するというビジネスモデルも出てきております。 

 これの例として、共同購入クーポンの例を挙げてございます。共同購入クーポンというのは、一

定時間内に一定数がそろえば、購入者が大幅な割引のクーポンを取得できるという手法でございま

して、これの法的性質は加盟店とクーポンサイトの運営事業者の契約の中身を見せてもらわないと

わからないのですけれども、経済産業省がこのクーポンサイトの法的な性質をいろいろな実例から

大まかに３つの類型に分けて整理してございます。 

 ①は債権譲渡構成でございまして、この債権譲渡に当たるようなものはむき出しの権利の売買と

いうことになろうかと思います。②、③は、恐らくは現行の特商法の商品売買なり役務提供で評価

することができると思いますけれども、①に関しては権利の売買ということになろうかと思います。

加盟店とクーポンサイト運営事業者の契約の中身は、いろいろなものがあると聞いておりますので、

その中で①、②、③のどれが多いかということも、私どもには情報がないわけでございます。少な

くとも、かなりの部分、債権譲渡構成のものがあると承知しております。 

 13ページに参ります。 

 では、これらの共同購入クーポンをめぐる相談というのはどのぐらいあるのだろうかということ

で、これは①、②、③が全部含まれた全体の数字ではございますけれども、共同購入クーポンに関

する相談は、2009年の時点では３件程度。この時点では、日本ではまだ共同購入クーポンのサイト

がなかった時代でございまして、2010年の夏に日本で共同購入クーポンのサイトができました。で

すので、2009年は恐らく海外の共同購入クーポンの話であったろうと思いますけれども、2010年の

年末にはグルーポンのおせちの話が出てきておりまして、その後も相談件数は非常に多くなってき

ているということでございます。 

 相談の中身は、解約に関する相談がこの５年、全体2,571件のうちの1,090件。それから、予約が

とれないという相談が585件となってございます。 

 次のページから具体的な事例を掲げております。これも特商法の適用にすれば、こういう条文を

適用できるということでございます。 

 １点目は、隠れた条件が存在するという類型でございます。 

 １つ目は、クーポンは20時半以降でないと利用できないと言われてしまって、それでも席はあい

ていたのだけれども、一般の客用にとってあって、クーポンの利用者だけで席が満席になるのは困

ると言われてしまったということですけれども、利用条件があるなら、それはきちんと記載するべ

きだという苦情でございます。 
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 その次は、予約に関して、１カ月後の予約を入れようとしたら、クーポンの利用者は１週間前の

予約受付じゃないとだめだと言われたけれども、利用条件にそのようなことは書いていなくて、実

際、予約はとれなかったということですけれども、予約を希望していた日に店をのぞいたら、半数

近くの席はあいていたという事例。 

 ３番目は、エステのクーポンでございますけれども、過去、使ったことがあるから、今回は利用

できないと言われてしまったが、ネットの表示にはそのような記載はなかったという事例でござい

ます。 

 その次、15ページに参ります。事実に相違する表示を行っているという事例でございます。 

 １つ目は、民宿で舟盛りプランと書いていて、期待したのに舟盛りが出てこなかったという事例。 

 その次は、フェイシャルエステのクーポンで、表示の半分の時間のサービス内容だったという事

例。 

 ３番目は、旅館のサイトで、食事も部屋のタイプも選べますと書いていたのに選べなかったとい

う事例。 

 ４番目は、ヘアビューティサロンで、女性は髪が長いと追加料金がかかる場合があるらしいので

すけれども、画面ではロング料金なしと書いていたのに、ロング料金を請求されて支払ってしまっ

たという事例。 

 16ページに参ります。クーポンの割引率について、実際より高い割引率を表示している事例でご

ざいます。 

 １つ目は、２人で52,200円相当額が60％オフの20,500円と表示されていて、安いと思って買った

のだけれども、利用可能日の価格は24,000円というホテルのサイトの表示があって、52,200円の日

に使えないクーポンなのに60％オフと表示するのはおかしいという苦情。 

 その次は居酒屋の事例でございまして、4,000円相当を3,000円で提供されるというクーポンを買

ったところ、平日限定2,500円のコースと全く同じメニューが出されていたという事例でございま

す。 

 次に、Ⅱの論点に参ります。18ページをごらんください。 

 まず、「１．前回改正当時からの状況の変化」。前回の改正のときには、指定権利以外の権利に

関する苦情はほとんどないということだったわけですけれども、毎年、数百から数千件の苦情が寄

せられているという中で、権利の売買取引についても消費者保護規制のあり方の検討が必要ではな

いかということが書いてございます。 

 次、２ポツの（１）でございます。こういうことについて、消費者安全法や特商法の役務類型で

の執行などでやってきたわけでございますけれども、これについてどのように考えるか。特商法に

おける解約規定や勧誘・表示規制などで対応することが必要かどうかということが次の論点でござ

います。 

 その次の（２）でございます。これは特商法の法目的との関係でございます。少し細かいですけ

れども、下の箱をごらんください。２つポツがついておりまして、それぞれのポツが違う立場の考

え方を示しております。 
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 最初のポツは、前回配った参考資料の中にも入っておりますけれども、過去、消費者庁が示した

見解でございます。これを少しはしょってポイントだけ申し上げますと、特商法の目的は、事業者

に行為規制を遵守させることなどによって特定商取引を公正にして、商品の流通や役務の提供を適

正かつ円滑にすることにあるということで、明白な詐欺事案について特商法で取り扱うことは、一

定の行為規制にさえ従えば、その存在自体は許容されるとの誤ったメッセージを出すことになって

しまう懸念があるのではないかという考え方でございます。 

 「一方で」と書いてございますのは、それとはまた別の考え方を今回、お示ししておりまして、

制定当初からこれまで、不実告知事案など、詐欺成立の可能性がぬぐえない取引であっても、詐欺

が立証されて消費者救済が行われる以前に次々と勧誘が行われて被害が拡大することから、迅速な

被害救済を行う目的で特商法は規制の対象としてきたのではないかということで、ちょっとわかり

にくいかもしれませんけれども、権利売買だけじゃなくて、商品や役務でも詐欺というのは当然成

立の可能性はあって、今まで消費者被害がどんどん拡大する前に、そういうものは特商法できちん

と執行してきたのではないかということでございます。 

 よって、明白な詐欺事案は特商法が規制すべき取引とは言えないが、詐欺かどうか一概に明らか

でなく、詐欺でない取引を観念できる場合については、特商法の規制の対象とすることは許容され

ると考え得るのではないかという考え方をお示ししておりますので、ぜひ御議論いただきたいと思

います。 

 その次、19ページに参ります。では、仮に特商法で対応するとした場合に、どのような規制のあ

り方が考えられるかということで、①から③の考え方を示しております。 

 １点目は、従来どおり、政令の改正によって指定権利を追加していくというやり方。 

 ２点目は、前回、複数の委員から御発言がありましたけれども、指定権利制を撤廃し、原則とし

て全ての権利の販売を適用対象とすべきという考え方。 

 ３点目は、全ての事業者と消費者間の有償取引、商品・役務・権利の３類型をやめてしまって、

有償取引ということで特商法の規制に置くべきだという考え方を示していただいております。 

 本論点を議論する際に御留意いただきたい点として、以下書いてございますけれども、①につい

ては、商品・役務で示したときの判断を、この権利についても規制の後追いになるということはあ

り得ると思いますので、この点を御議論いただきたいと思っております。 

 １つ飛ばしまして、②についてということで、平成20年改正のときに権利の外延が不明確になる

という御指摘があったわけですが、それをどのように考えるかということが②の論点かなと思って

おります。 

 それから、４番目のポツでございますけれども、③については、商品・役務・権利という３分類

を撤廃する意義と、維持する意義をそれぞれどのように考えるかということでございます。法律の

条文の中には、ここに挙げている例のように、規制の対象によって法律的な効果を書き分けている

ような条文もございますので、そこをどのように考えるかということ。 

 それから、下から２つ目のポツでございますけれども、③と②で捉える規制の対象が異なるのか

どうかというのが御議論のポイントかと思います。 
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 それから、最後のポツですけれども、②や③をとった場合には、商品・役務の指定制を撤廃した

ときにも適用除外の議論をいたしましたので、同じように適用除外の議論があるのではないかとい

うことをお示ししております。 

 あとは、参考資料でございます。20ページ、参考１は、アメリカとEUの例を書いてございます。 

 EUは、訪販・通販・電話を通じて、規制の対象は消費者との契約ということで広く捉えていると

いうことで、取引の対象による別は設けていないということでございます。 

 他方、アメリカは、訪販・通販・電話で対象を細かく書き分けているということで、本日、御紹

介した投資目的の権利というものは、電話勧誘販売の規制対象として投資という項目が入っている

ということでございます。どちらのやり方も比較法的にはあり得るだろうと思います。 

 21ページは参考資料の２でございまして、これは現行法における適用除外の考え方を示したもの

でございまして、今回も権利に広げた場合に、同じようにこの考え方が当てはまるのではないかと

思っております。 

 それから、最後の22ページでございますけれども、これは少しばくっとした大きな話ですけれど

も、日本は現金・預金が家計の金融資産に占める割合が大きいということでございまして、安倍政

権の経済政策の中では、この現金・預金をできるだけ投資に振り向けてこうということで、NISAの

普及などの政策が打たれているところでございます。今回、特商法の対象を広げて、投資目的の権

利などにも特商法の規制を及ぼすことによって、このような政権の経済政策を後押しすることがで

きるのではないかと考えております。 

 私からの説明は以上でございます。 

 

（２）新経済連盟からの説明 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 続きまして、新経済連盟の関聡司事務局長から「事前購入型クーポンサイトについて」、御説明

をいただきたいと思います。10分程度でよろしくお願いいたします。 

○新経済連盟関事務局長 ありがとうございます。新経済連盟事務局長の関でございます。本日は、

説明の機会をいただき、ありがとうございます。 

 新経済連盟は、新産業を促進するとかイノベーションを普及するといったことを目的に活動して

いる経済団体でございます。500社以上の法人がその会員として名前を連ねておりまして、それら

法人は実に多種多様なビジネスをやっている状況でございます。それで、今回の説明に当たりまし

て、その会員の中で数社、事前購入型クーポンサイトを運営している会員がございましたので、そ

れらにヒアリングを行いました。今日御説明する内容は、あくまでそのヒアリングの結果、まとめ

たものでございます。当団体としては、それ以外の事業者も含めたこういったクーポンサイトの全

体像を把握しているというものではございませんので、その点、御留意いただければと思います。 

 まず、事前購入クーポンとはということでございまして、基本的な認識といたしましては、割引

価格であらかじめ購入して、対象となる事業者に提示することで特定のサービスを受けたり、商品
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を受け取ったりすることができるというクーポンだと理解しております。利用者がクーポンサイト

上でクーポンを購入するに当たって、大人数の申し込みを条件とするものもありますし、そうでな

いものとがあります。例えば100人申込者が集まれば購入できるようなものと、１人でも２人でも

購入できるものがございまして、最近ではほとんど後者のものが多いと、ヒアリングの結果ではそ

ういう認識でございます。 

 逆に、大人数の申し込みを要するものは見当たらなくなっているのではないかというのが、ヒア

リング結果でございます。したがって、ここでは共同購入クーポンという言葉は用いませんで、共

同購入するものも、あるいはそれ以外のものも含めて、事前購入型クーポンと称させていただいて

おります。 

 なお、こういった事前購入型クーポンのサービスをやる目的としては、新規顧客の獲得とか集客

といったマーケティングを目的として行われているということでございます。 

 先ほどの御説明にもありましたけれども、日本では非常に新しい、2010年ごろからのビジネスで

ございまして、当団体としてもこの市場規模は把握しておりません。ここでは御参考のために、あ

る調査会社が調べた数字を載せております。そのサイトによりますと、2013年の市場規模は推定で

396億円ということのようでございます。 

 おめくりいただきまして３スライド目でございます。事前購入型クーポンの掲載から利用までの

流れを御説明したいと思います。これはヒアリング結果からの一例でございまして、例えば飲食店

で食事するなどのサービスを受けるために、実店舗を訪れて利用するようなクーポンを想定してお

ります。 

 左上から御説明していきたいと思います。まず、実際にサービスを提供する事業者を店舗と、こ

こでは言っております。また、クーポンを購入し、利用する消費者をユーザーと称しております。

クーポンサイトは、単にサイトと書いております。 

 まず、クーポン掲載を考えている店舗とクーポンサイトとの間で掲載するクーポンの内容につい

て御相談するということから始まっておりまして、この際にクーポンの発行枚数とか有効期間とい

ったものについての条件面についても話し合われるということでございます。この結果、クーポン

の詳細が決定されるということで、その後、店舗のほうからクーポンサイトに対して正式に契約の

申し込みがございます。 

 また、お申し込みに当たって、店舗は必要な情報をクーポンサイトに提供して、クーポンサイト

のほうはそれをもとにサイトに掲載する原稿を作成いたします。原稿作成に当たっては、クーポン

サイト側は独自の基準で審査を行ったり、あるいは必要があれば追加の資料確認もするということ

でございまして、最終的に完成した原稿につきましては店舗側で確認を行うというプロセスになっ

ており、その後、サイトに掲載し、販売が開始されるということになります。 

 右上に行きまして、ユーザーが購入した後、当該店舗にユーザーのほうから連絡を入れて予約す

る。ユーザーが来店してクーポンを提示して、店舗からサービスの提供を受ける。その後、クーポ

ンサイトから店舗へクーポン利用分の支払いを行うという流れになっております。 

 次に、購入者から問い合わせがあった場合の対応について、これもヒアリング結果に基づいてお
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りますので、これ以外のパターンというのもあるかもしれませんが、その点、御留意いただければ

と思います。 

 ユーザーからクーポンサイトに、例えば予約がとれないとか提供内容に不満があるといった問い

合わせが入った場合、クーポンサイトはまずユーザーに詳しい事情を聞きます。それから、店舗に

も事実確認をするなど、調査を行います。その後、その対処方針についてサイトと店舗等で話し合

いを行うのが普通だということでございます。この場合、クーポンサイト側で方針決定を主体的に

行う場合もあれば、逆に店舗側で店舗とユーザーがいろいろ話し合いをして解決するケースもある

と聞いております。 

 クーポンサイトは、決定した方針に従って処理をしていくわけですが、その実施の内容につきま

しては、全額返金であったり、一部を返金するといったケースであったり、ケース・バイ・ケース

でいろいろな対応がありうるとのことです。 

 なお、ユーザーが支払いの時点で企業ポイントを利用していた場合などにつきましては、そのポ

イント利用分については現金での返金ということではなく、ポイントの返還で対応するということ

になることが多いようです。 

 ヒアリングした限りでは、こういったユーザーからのお問い合わせに対して、ヒアリングとか調

査もしないで、いきなり返金を断ってしまうというフローにはなっていないと聞いております。 

 それから、次の５スライド目でございますけれども、今の御説明にちょっとかぶるのですが、利

用者の満足度向上のために行われているクーポンサイト側の取り組みの例を幾つか御説明したい

と思っております。 

 まず、ある店舗について、座席数とか通常の入店数がどのくらいであるかといったものも調べた

上で、クーポンサイトの独自の基準あるいはノウハウで販売数とか販売期間を設定することになっ

ております。 

 それから、掲載情報につきましては、先ほども申し上げましたように、事前の審査あるいは必要

な資料の確認を行っております。 

 また、店舗による最終確認も行っています。 

 それから、割引表示や二重価格表示をする場合がございますけれども、こういったことについて、

不適切な表示とならないように確認するとともに、価格表示についてのポリシーについては、ユー

ザー向けに説明ページを設けて公開しております。 

 また、有効期間と比較して使用率が低い場合、有効期間ぎりぎりになって来たようなケースも含

めまして、ユーザーへの利用のリマインドを行ったり、クーポンを使用されたお客様にユーザーア

ンケートをお願いしまして、そのアンケート結果をもとに改善しているということでございます。 

 次に、７スライド目でございます。この会合は特定商取引に関する会合だと理解しておりますの

で、それとの関連で若干コメントさせていただきます。 

 今回、ヒアリングしたサイトは、権利譲渡型であるか否かにかかわらず、現状、特定商取引法に

基づく表示を行っているという状況でございます。権利譲渡型のクーポンが含まれる場合でも、特

商法の対象外であることを強く意識したり、あるいはそれを理由に他の類型のクーポンと対応を分
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けたりといったことは行っていないという実態でございます。 

 なお、クーポンサイトにつきましては、それを販売したというケースであれば、売り主としての

民法上の責任等、ありますので、民法上の不法行為責任を負い得る立場であるという認識をしてお

ります。 

 説明は以上でございます。 

 

（３）意見交換 

 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ここから先は、これまでの御説明内容をもとに、権利に関する問題について、特定商

取引法の規制のあり方をどのように考えるか、議論を行いたいと思います。 

○後藤座長 ２つあわせてうかがいます。今までの御説明に対して御意見、御質問があります方は、

お出しください。よろしくお願いします。 

 池本委員、よろしくお願いします。 

○池本委員 事前購入型クーポンの御説明をいただきまして、このあたり、よくわからないところ

があるのですけれども、質問させていただきたいと思います。それから、消費者庁さんに対して、

それに関連して１点だけ質問させていただきたいと思います。 

 資料の３ページでクーポンの掲載・利用の流れというものがあります。この事前購入型クーポン

というのは、先ほどの消費者庁の説明では債権譲渡型、つまり権利をみずから販売するという形と、

それからサイトを提供するというのですか、契約締結の媒介をするということになるのでしょうか、

２パターンあるように思うのですが、ここへ掲載してある、特にサイト掲載原稿の内容を確認する、

チェックをなさるというところが、みずから売り主となる形態と、それから媒介する契約締結の形

をしていくことによって、チェックの意味合いが変わってくるのかどうか。 

 それから、一、二のサイトの契約条項の記載を私もちょっと見たのですが、クーポンサイトの運

営事業者がこうこう、こういう場合は責任はありませんという免責条項的なものはあるのですが、

利用する店舗との間の契約関係のことについては、広告として掲載される原稿の限りなのか、ある

いはそういう契約条件も含めてチェックなさっているのが一般的なのかどうかといった、契約条件

や広告表示のチェックというものが、権利を販売するという形態と、その販売を委託されて媒介す

るということで違いがあるのかどうかという点。 

 最後に、サイトから店舗へ支払いというのが、クーポンを利用したものについて精算するという

意味だろうと思うのですが、そうすると利用しないで利用期間を経過したものはサイト運営事業者

に帰属するという意味なのかなと思うのですが、これも権利を販売する形と、それから販売委託を

受けて媒介するということで、このあたりの精算部分の違いがあるのかないのか、そのあたり、現

状どうなのかおわかりであれば教えていただきたい。 

 それから、消費者庁への質問ですが、同じく今の仕組みに関して御説明いただいた中で、債権譲

渡型と販売を委託を受けて行うパターンというのがあると思うのですが、現在の通信販売でみずか
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ら販売業者となって契約を締結する。これは役務提供契約もあれば、商品の販売の契約、あるいは

権利の販売の契約もあると思うのですが、販売を取り次ぐという形態。 

 訪問販売であれば、よく代理店とか取次店が現実に消費者宅へ行って勧誘して契約を締結すると

いうのが形に見えるのですが、通信販売の場合の販売を取り次ぐという形態は、通信販売の概念の

中で取り込むことは可能だという理解なのか、それともそれは単に媒介しているだけで、通販業者

としての責任主体になっていないという理解なのか、その点はどう考えたらいいのかという点につ

いて、それぞれお伺いします。 

○後藤座長 それでは、関事務局長からよろしくお願いいたします。 

○新経済連盟関事務局長 御質問、ありがとうございます。 

 まず、ヒアリングを行った会員社は全て販売をするという形態でございましたので、ここに書い

てある流れ図につきましても、それを前提とした説明になっております。場のみ提供する場合、ど

うなるかというのは、ちょっと把握しておりませんので、申しわけございません。 

 未利用の販売分についてどうなるかについては、個社によって、その対応が違う可能性はありま

すけれども、こちらで全体がどうなっているかというのは、すみませんが、わかりかねるという状

況でございます。 

 以上です。 

○後藤座長 よろしいですか。 

 それでは、消費者庁からよろしくお願いいたします。 

○消費者庁山田取引対策課長 済みません、先生の質問を十分理解できているかどうか、心もとな

いのですけれども、みずから販売する場合と取り次ぐ場合というのは、先生の御発言で私が想像し

ましたのは、例えばインターネットモールで場を提供しているような形があるのかなと思います。

そういうイメージではないのでしょうか。 

○後藤座長 よろしくお願いします。 

○池本委員 単に広告掲載の場を提供するというのは、本当に場の提供だけの問題で、それはまた

後日、議論が必要だと思うのですが、特にこの共同購入型クーポンなどで、契約条件の設定とか代

金の回収なども含めて行われているようなもので、しかし、契約条項、利用規約を読んでいくと、

うちは当事者ではありませんと書いてあって、契約関係がどう成立するのか。仮にそれが契約締結

の媒介だという契約条項になっていたら、そもそも売り主じゃないから外れると見るのか、それと

も本体の店舗とサイトの営業者が共同して通信販売を運営していると見る余地があるのかといっ

た、かなり微妙な問題なので、明解に一言で回答とならないのかもしれませんが、そのあたりの理

解の問題です。 

○消費者庁山田取引対策課長 いいかげんなことも言えませんので、よく調べて、後刻申し上げた

いと思います。 

○後藤座長 この点については、では次回ということでよろしいですか。 

○村座長代理 私は、池本委員の質問も含めて、質問があります。 

○後藤座長 それでは、関連事項として村委員からよろしくお願いします。 
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○村座長代理 今の池本委員の質問に関係して１点と、それから事前購入型クーポンサイトについ

て、非常に貴重なお話、ありがとうございました。興味深かったのですが、幾つか、この件につい

て、御質問したいことがあります。 

 まず、事前購入型クーポンサイトについての御説明ですが、一番最初のところで、この連盟に加

盟しておられる数社からヒアリングしたというお話でした。その数社というのは、具体的に何社か

教えていただけませんか。それから、もしお差し支えなければ、その何社の内訳、業者の名前。お

差し支えのない範囲で結構ですが、お教えいただきたいというのが１つです。 

 それから２つ目が、２ページで、2013年の市場規模は推定でというところで、上位６サイトの掲

載情報から独自に集計とあるのですけれども、この上位６サイトというのは、ヒアリングをなさっ

た連盟の会員、イコールですかということをお伺いしたいと思います。つまり、市場規模全体は承

知していないと。だから、ヒアリングをした会社全体のシェアがどれぐらいかも承知していないと

いうこともおっしゃったように私には聞こえたのですが、そういう理解でよろしいのですかという

のが２つ目です。 

 それから、６ページと７ページに「主要サイト」という書き方をしてあります。ここのところで

「主要サイト」と表現しておられる意味というのは何ですか。ここでいきなり「主要サイト」とい

う言葉が出てまいりますので、「主要サイト」というものが指している意味について、具体的にお

教えいただきたい。 

 以上でございます。 

 それから、もう一つ、池本委員の質問で消費者庁のほうに宿題になったこととの関係ですが、資

料８の12ページを拝見しますと、これが事前購入型クーポン、イコールかどうかわかりませんが、

ここでは共同購入クーポンと整理してあるのですが、３つのタイプがどうもあるようだという整理

をしておられて、１つ目は債権譲渡型なので、クーポンサイトと消費者が債権の売買契約を結ぶと

いうことで、クーポンサイト業者と消費者との契約ということになると思うのですね。これが現行

で言うと政令指定権利ではないので難しい問題が起こっていると、これは理解できます。 

 ほかの整理が、２つ目が販売インフラ提供、３つ目が広告及び集金代行ということで、広告サイ

トの提供と集金代行は、販売業者ないし役務提供契約とクーポンサイトの契約になるだろうと私に

は認識できました。②はインフラの提供ということですので、契約関係があるとすると、商品販売

とか役務提供をやっているところとクーポンサイトとの契約なのかなというのが私の理解でした

ので、池本委員の債権譲渡型でないときには役務提供で特商法の規制をかけることができるのかと

いう趣旨の御質問の所在も、私にはよく理解できなかったのですね。これは池本委員への質問もち

ょっと含まれていますけれども、ここはどう理解したらいいのかというのが２つ目の消費者庁と池

本委員に対する質問になります。 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、関事務局長、よろしくお願いします。 

○新経済連盟関事務局長 御質問、ありがとうございます。 

 まず１点目の、ヒアリング先でございます。具体的には３社でございまして、GMO、楽天、リク
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ルートライフスタイルでございます。サービス名で言うと、GMOがくまポン、楽天がラ・クーポン、

リクルートライフスタイルがポンパレ、この３社、３サービスについてヒアリングを行いました。 

 また、上位６サイトとこの３社の関係ですが、上位６サイトにはこの３社、全て含まれます。 

 それから、６ページ、７ページの「主要サイト」と書いた趣旨は、この上位６サイトでございま

す。もちろん会員ではございませんので、ヒアリングはしていないのですけれども、ホームページ

に掲載されている規約等を見て整理させていただいたということになります。 

○後藤座長 それでは、御質問の趣旨ということで、よろしくお願いします。 

○池本委員 池本ですが、通信販売の販売事業者なのか、あるいはあっせんした者の責任はどうか

というのは、基本的に通信販売事業者として、そこで言う責任を負う者は誰なのかというのは、厳

密な意味の売り主だけなのか、あるいはあっせんをする者も場合によっては入り得るのかという意

味も含んでいる。そういう両方の意味です。 

○後藤座長 よろしくお願いします。 

○消費者庁山田取引対策課長 済みません、先ほど宿題にしたということでありますけれども、村

先生のお尋ねとあわせて御回答申し上げますと、12ページの②、③類型のような場合は、私どもと

しては、もちろん販売インフラの提供契約とか集金や広告の代行契約というのは、サイトと加盟店

の間にあるのでしょうけれども、保護されるべき消費者の契約ということであると、これは加盟店

と消費者の間に契約が成立しているということだと思います。したがいまして、②、③類型の場合

は、販売はあくまで加盟店であって、クーポンサイト事業者というのは、特商法上の責任は現行法

のもとでは負わないということになると思います。 

○後藤座長 どうもありがとうございました。この問題、難しい問題だと思いまして、資料８の12

ページに書いてあります、経産省の「電子商取引及び情報財取引等に関する準則」においても、景

表法関係は記載されておりますけれども、特商法関係のことは記載されていなかったと思います。

そういう意味で、次回も含めて、特商法の適用について何か明確な御回答というのでしょうか、位

置づけができたらいいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、ほかの点で。阿部委員、よろしくお願いします。 

○阿部委員 資料８の19ページですが、②と③の違いというか、仮に政令指定を外して全ての権利

を対象としたときの商品・役務・権利のほかに、③だと何か入ってくるものがあるのかどうかとい

うことかについて伺いたい。これは、直接、村先生にお聞きしたほうがいいですか。 

○後藤座長 いかがですか。 

○村座長代理 そもそも商品とサービスと権利という抽象的な区分というのは、あり得ないと私は

理解しています。例えば商品売買契約で契約の目的になるものは、商品の所有権です。だから、民

法的な概念で言いますと、売買契約も権利に関する取引なのですね。ただ、その権利は所有権であ

るということになる。例えばサービス提供契約の場合にも、対価を払って消費者が取得するのは、

サービスを提供してくださいという債権を役務提供契約によって消費者が取得するという形にな

りますから、これも権利と言えば権利ということになるわけです。 

 ですから、この特定商取引法の権利概念というのは非常に独特なもので、私の理解するところで
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は、昭和63年に政令指定商品に政令指定役務を加える。そのときに例えば契約相手がサービス提供

業者ではないというときには、サービスの提供を受ける債権を消費者が取得することになるわけで

すけれども、役務を規制対象にしたときに間に権利販売業者を介在させると特商法の適用がなくな

る。つまり、訪問販売等で売った場合にも規制は及ばなくなるということは不都合だろうというこ

とで、政令指定制度をとっているときに、その外延のところを取り込むということで政令指定権利

というものを定義して取り込んだと。昭和63年当時においては、合理性も必要性もあったのだろう

と私は認識しています。 

 ですから、そういう意味で指定制度を外すという話になりますと、私は商品と役務と権利という

のは横に並んで３つに区分できるものではないと認識しています。そうだとすると、商品と役務と

権利というものを特商法で３つに分けることになりますと、従来の例えば民法等の考えている権利、

オーソドックスな法律上の契約に基づく権利というものとは違う概念を特商法で決めるのかとい

うことです。ですから、そういうふうに考えてまいりますと、言い方がちょっとよくないかもわか

りませんが、極めてナンセンスなように私には思えるということです。 

 それから、今回、この消費者庁の権利に関するトラブルで、かなり具体的な事例もデータでとる

だけではなくて、手作業で１件ずつ読んでいただいて、具体例を幾つか挙げていただいて、大変御

苦労いただいて具体的なケースを御紹介いただいて、ありがたいと思うのですが、落ちているもの

が幾つか、私が知っている限りでもありまして、例えばもうけ話で釣って買わせるという場合に、

健康食品とか化粧品というものを売ればもうかるよと持ちかけて、販売する権利を売りますという

ことでお金を取る。 

 消費者のほうが少しももうからないとか解約したいと言いますと、「販売する権利は売ったよ。

だから、お金は返さない。特商法の適用もないからクーリングオフもないよ。販売する権利にすぎ

ないのだから商品は渡しません」という、これは一体何なのだというトラブルも起こっております。 

 それから、訪問販売で高齢者などに浄水器とか清水器のようなものを売るときに、利用する権利

を売るのだと言って、お金を払わせて渡すわけですね。これは利用する権利の対価として、権利代

金として代金は払ってもらうのだ。商品売買ではないので特商法の適用はないし、これはあなたの

ものにはならない。利用権を売ったのだと主張するというケースもあります。 

 後者のケースについては、それは商品を利用させる契約を結んで対価をとるわけですから、サー

ビス提供契約ではないかと私は思うのですが、業者のほうは、「いや、そうじゃないのだ。要する

に、利用権の売り切りだから、これは権利の売買だ」と頑強に主張すると、相談現場ではそれを乗

り越えられない相談員さんもいっぱいいらっしゃるようだということなどもありまして、権利をめ

ぐっては大変な混乱状態にあるなと。権利と言いさえすれば、特商法の適用はないと考えている事

業者が一部にはいるのかなと考えています。 

○後藤座長 阿部委員は、今の御説明でよろしいでしょうか。 

○阿部委員 もう少し詳しく説明いただければありがたいです。 

○後藤座長 どうでしょうか。ほかの方で余りよくわからないとか、よくわかったとか、御意見が

あればお願いします。花井委員、よろしくお願いします。 
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○花井委員 済みません、先ほどの事前購入型クーポンのところに戻って恐縮ですが、この説明資

料の。 

○後藤座長 済みません。 

○花井委員 今のことですか。 

○後藤座長 今のことについてです。事前購入型クーポンのところは、この後ということでよろし

いですか。 

○花井委員 わかりました。 

 今のことで言うと、権利のことを、私は前のときに指定権利をやめてほしいということで意見を

言っていたのですが、うちの適格団体のほうでもいろいろ考えたときに、権利をなくすというより

も、むしろ村委員がおっしゃったような、もう少し有償契約といいますか、それ全部にかけたほう

が、今後どんなものが出てくるかということをおっしゃいましたが、相談の現場では混乱とか、何

が出てくるかわからない状況が続いていたりするものですから、そういうふうに考えていきたいと

いうことが、私どもの団体としては意見としてありました。 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 では、池本委員、よろしくお願いします。 

○池本委員 いきなり本質的な難しい話になっているのですが、資料10の私の発言レジュメの２ペ

ージ目、（３）のア）で、指定権利制を廃止し、原則として全ての権利の販売を対象とすべきでは

ないかという意見、つまり商品・役務・権利という用語は残しながら、権利の政令指定制を廃止す

るという意見と。それは、いっそのこと、理論的には全ての有償取引を対象に切りかえるべきだと

いう意見とがあると。それをどちらの方向で改正すべきかという論点だろうと思います。例えば消

費者契約法は消費者と事業者との契約としか書いていなくて、商品も役務も権利も言葉は使ってい

ない。政令指定の限定が必要なければ、それは施策として当然あり得るし、理論的にもすっきりす

るだろうと思います。 

 ただ、もう既に40年以上前からある、この特商法、訪問販売法時代からの法律で、全ての条文に

商品・役務・権利という言葉が書いてあって、それを全部書き直して、それでどこかにそごがない

かというのを一つ一つやっていく作業までしなければ、この問題が解決できないのか。むしろ、権

利の政令指定制、被害の後追いになることをやめようというところが確認できて、おおむね漏れが

ないような定義、新しいこれこれの権利という言葉が位置づけられるのであれば、用語はそんなに

こだわる必要はないのかなと、私は非常に現実論者として、という気がしています。 

 むしろ、その意味では問題は、その後ろに書いてある、先ほどの消費者庁の説明では仮にという

ことで投資目的の権利という言葉を書かれましたけれども、例えば確定的な利益を提供すると書か

れると、投資目的じゃないじゃないかとか、あるいは後ろのほうにもちょっと書いておきましたが、

交換契約はどうなるのだとか、いろいろな悩ましい問題が出てくるので、そのあたりを少し各論的

な議論もした上で、最終的に商品・役務・権利という言葉のままでは到底維持できないのだ、漏れ

がこんなに出てくるのだということになるのか、おおむねこれでカバーできることになるのかとい

うことで、最後、判断すればいいのかなと感じています。 
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 以上です。 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 丹野理事、よろしくお願いします。 

○国民生活センター丹野理事 先ほど村先生がおっしゃったことに、補充させていただきたいと思

うのですが、権利に関しては、資料８にありますように、消費者庁がさまざまな具体的事例を挙げ

られておりますが、このとおりで、特に投資に関する権利類型はこれでもか、これでもかと新しい

ものが出てきて、金商法の集団投資スキームであれば、当然のことに登録や届出が必要なのですけ

れども、そういうものがない。つまり、金商法の網をかぶらないような実例が多数あり、加えて投

資目的だけれども、そもそもわけがわからない権利だというトラブルが電話勧誘、訪問販売で行わ

れているという実態でございます。 

 それに加えて、先ほど村先生がおっしゃったことですが、実態を見る限りでは、商品の販売や役

務の提供であるのに事業者が権利だと称することで特商法逃れをするというケースがございます。

村先生がさっきお出しになった事例以外にも、例えばホームページを作成すると一定の利益が出る

と、ネット広告やSNSで勧誘して、消費者がアクセスして事業者と電話でやりとりをするのですが、

扱うものは電子たばことか防災グッズ、その他ですが、それらを販売する仕事と称して消費者にお

金を払わせて、結果として利益が出ない。トラブルになると、実は消費者がお金を支払ったものは、

契約書があるのですけれども、契約書上は販売権、広告権などという権利になっていて、だから特

商法の適用はないと業者が開き直るというものがございます。 

 ほかにも永久ビジネスパートナー権利といったものがあるのですが、この手のいわば自称権利が

増えてきておりまして、消費生活センターでのあっせん解決がとても困難になっております。消費

生活センターから、それは実質商品でしょう、役務でしょうという指摘をしても、事業者側はがん

として、権利と書いてあるでしょうと譲らないために、入口の段階で並行線になってしまう。当然、

解決が非常に困難になります。ある意味事業者側が賢くなっており、法律をよく勉強していて、権

利と言えば手が出せないと思っているのではないかと懸念しております。このような実態があるこ

とを補充させていただきます。 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 よろしくお願いします。 

○有山委員 私の受けた相談では、15年前から浄水器を２回購入しました。そのときにはクレジッ

トで売買契約でした。最近、その事業者を引き継いだという事業者の訪問を受け、「あなたは浄水

器を買っていますね。それも、今までに15年前から２台買っています。その浄水器は、権利を購入

した販売であって、10年ごとに私どもに、浄水器を購入する権利のお金を30万円払わなければなら

ない」といわれた。高齢者の方が訪問販売員の申し出どおり、15年前のクレジット契約、それから

10年前のクレジット契約、それが本当に権利の販売という表記だったか記憶にない。クレジット会

社に確認をしたいが、もう既に廃業になっていた会社と他社に吸収合併されていたので、資料を取

り寄せよせられない。息子さんが間に入り、事業者と随分話をしたのですが、権利の代金の請求を

取り下げない。これは悪質業者がそういう権利の販売を利用して、以前の契約者リストから訪問を
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しているのだと思います。こういう事例も出てきているので、権利を悪用して消費者を惑わせると

いうことだけはあるということを申し述べたいと思います。 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 沖野委員、よろしくお願いします。 

○沖野委員 阿部委員の御質問についてですけれども、阿部委員から言われたものは、この３分法

でさらに漏れてくるものがあるのかという御指摘だったと思います。そして、応接の中、ここで２

つの問題が挙がっているように思われます。１つは、指定制というものを仮に権利について廃止し

たときに、あえてこの３分類を維持する必要があるのか。その際に、民法上の概念と照らしあわせ

るならば、このような３分類の維持はかえって混乱を招くようなものではないかという問題の指摘

が1つです。そうであれば、カバレッジの範囲は変わらないけれども、逆に変わらないならば、何

も３分類をする必要はないじゃないかという指摘ともつながってくると思います。阿部委員の御指

摘自体は、むしろ３分類だと漏れてくるものがあるのかという御指摘で、４分類目があり得るのか

という問いだと思います。 

 言いかえると、仮に民法の概念に合わせるとすると、それに合わせなければ困るような類型が出

てくるのでしょうか。これまでにいろいろな問題が現行法のもとで出てきているというのは、非常

によくわかりました。権利だと言われた途端に特商法を外すという方向に強行に主張がされる。た

だ、それは指定制をやめてしまえば対応できるということなので、ズレがあるように思います。そ

の点についてのお答えが正面からないために、阿部委員がよくわからなかったという御指摘になっ

たのではないかと思います。 

 それから、私個人の意見は、池本委員がおっしゃったことに非常に共感しています。民法の概念

との整理の関係であれば、村委員がおっしゃったところが正確だと思いますし、土地の売買と言っ

ても、民法上は土地所有権を売買するということだと思うのですけれども、土地所有権を売買しま

すという表現はなかなか言わないわけですが。 

 そういう民法上の概念との対応の話と、これまでの経緯を含めて、かつそういった概念に依拠し

て現在の法律ができているということをどう見るかということがありますし、例えば商品というも

のも、金融商品という概念が別の法律で使われておりますけれども、これと特商法の商品はまた違

うわけで、それぞれの法律によって一定の概念を立ててやっているということがあります。イメー

ジで言いますと、特商法は、増築を重ねて、かなりわかりにくい形になっていて、今、すっきり一

気にきれいな建物にするというのは、非常にわかりやすくはなると思うのですけれども、そうしま

すと多分相当な見直しをしなければいけなくなりますので、その必要性があるかということを含め

て考える必要があるということかと思います。 

○後藤座長 ありがとうございます。 

 よろしくお願いします。 

○阿部委員 なぜこういうことをお伺いしたかというと、②のような、いわゆる商品・役務・権利

と列挙した場合と、③のような、全ての有償取引とする場合に何かカバレッジが違うのかというこ

ととともに、もし同じであれば、増築型と言われようが、今までの法律に近い形をとったほうが事



 

26 

 

業者も理解しやすいし、実務も混乱しないと思います。もし②と③でカバレッジが違うのだとした

ら、漏れているものはさらに４類型目として持ってくるようなものがあるのかということです。 

○後藤座長 問題点が大分明らかになってきたと思いますが、次回もこの問題を扱うことが予定さ

れておりますので、引き続き次回に扱いたいと思います。沖野委員、よろしくお願いします。 

○沖野委員 私は、次回欠席させていただくので、申しわけございませんが、１つだけ。 

 これも池本委員が御指摘になったことですけれども、③のような消費者と事業者との間の有償取

引ということになりますと、給付対象だけの問題ではありません。現行法は、販売と購入という形

で区画をし、かつ絞り込みをしているわけです。もともとは特定の給付を購入者側が受けるような

タイプですが、有償取引になりますと交換のようなものも含まれてまいりますので、そこはもちろ

ん②と③で変わってきますから、それをどう考えるかということがあります。 

 もう一つ、私が気になっておりますのは、③では事業者と消費者との間の有償取引ということが

一つの案として提案されております。この消費者概念、事業者概念をどうするかということは、そ

れ自体大きな問題であり、かつ現在の消費者契約法と特商法を対比したときに、特商法の場合には

裁判例において、消費者契約法上は消費者と見にくいような、例えば株式会社が消火器の充塡の契

約をした例とか、それから、個人商店が事務所にも使うのだけれども、多機能の電話機をリースと

か購入したという場合についても、特商法上の購入者等に当たるとした裁判例がありますけれども、

消費者契約法上はとりわけ株式会社だと消費者と見るのはかなり難しいということがあります。そ

ういったところを勘案せずに、単純に事業者、消費者としてしまいますと、そのあたりも変えるこ

とになりかねないので、消費者契約法の進展次第であるとか、消費者契約法とは違う消費者概念を

とることもあるかもしれませんが、影響は考える必要があるのではないかと思っております。 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、関事務局長への御質問について、花井委員、先ほどの続きということでよろしいです

か。 

○花井委員 直前購入型クーポンのところで、この３ページの絵を見ると、サイトから店への支払

いということがあったものですから、それは先ほど池本委員が言われたことに近いのかもしれない

ですが、販売代理店のような形になるのではないかなと考えたので、そこを御質問したかったのと。 

 最後のページに、民法上不法行為責任を負い得る立場にクーポンサイトがありますよということ

が書いてあったのですけれども、契約の責任はないと考えていいのかどうかというところが、ちょ

っとお聞きしたかった部分でした。 

 それから、先ほど沖野委員が言われたことにちょっと追加させていただくと、交換ということは、

よくあったイラクディナールとかスーダンポンドの事例のことをあらわしておられるのでしょう

か。 

○後藤座長 権利のことについては、次回、引き続き、まだ議論できますので、事前購入型クーポ

ンの問題について関事務局長、それから必要であれば消費者庁から何かコメントいただけたらと思

います。よろしくお願いします。 

○新経済連盟関事務局長 御質問、ありがとうございます。 
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 まず、３ページのサイトから店舗への支払いという部分につきましては、先ほどもちらっと御説

明しましたが、あくまでクーポンサイトにおいて事前購入型クーポンを販売するという形態のみを

前提とした流れになっておりますので、この場合は、その分の支払いを最終的には店舗に支払うと

いう趣旨で書いております。すなわち店舗のほうは、サービス等を提供するに際して、そのクーポ

ン利用分をその場ではユーザーから支払いを受けないわけで、クーポン分についてはクーポンサイ

トのほうから事後、店舗に支払うという流れになるという説明でございます。 

 それから、７ページ目の不法行為責任に関連して、契約の責任はないのかという御質問ですけれ

ども、ここではサービス提供等のユーザーとの契約は直接的には店舗のほうで契約当事者になって

おりますので、サービス取引についての契約の責任というものは、通常、クーポンサイトのほうに

は発生しないと理解しております。 

○花井委員 ありがとうございました。 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 消費者庁からは特によろしいですか。はい。 

○新経済連盟関事務局長 １点だけ。 

○後藤座長 よろしくお願いします。 

○新経済連盟関事務局長 クーポンを販売しておりますので、そのクーポン販売についての売り主

としての責任はあると思っております。 

○後藤座長 事前購入型クーポンに関して、御意見、御質問があればお出しください。増田委員、

よろしくお願いします。 

○増田委員 事前購入型クーポンに関しましては、次回にいろいろ意見を述べたいと思うのですけ

れども、せっかく今日いらしたので質問させていただきたいと思います。この流れの中でサイト掲

載の原稿作成自体はサイト運営業者様が行い、それをサービス提供業者様が確認されているという

ことですが、その広告自体に問題があったときの責任の所在と、それからサービス提供がなされた

ときの債務不履行とかがあったときには、サービス提供業者が責任を持つのか、その前段階でクー

ポンが使えないといったときの責任はどうなるのか。その辺が消費者のほうからはわかりにくいだ

ろうと思います。その辺はいかがでしょうか。 

○新経済連盟関事務局長 まず、１点目の掲載原稿についてでございますけれども、あくまで店舗

様が最終判断をしておりますので、その内容については最終的な責任は店舗にあると理解しており

ます。ただ、掲載原稿をサイト側でつくるということからもうかがえるように、クーポンサイトと

してのいろいろな自主基準がありますし、いろいろな法令に対してのコンプライアンスといったこ

とも含めて、それはまずはサイト側できちんとそれに準拠するように適切につくるということが前

提としてあるということです。 

 それから、サービス提供については店舗のほうの責任で行いますが、クーポンが使えなかった場

合というのがどういう理由で使えなかったかによっても変わると思うのですけれども、店舗側の何

らかの原因ということであれば、その店舗側に責任があると考えられるのではないかと思います。 

○後藤座長 よろしいですか。 
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 それでは、事前購入型クーポンに関して、他に何か御意見、御質問がある方、お出しください。

よろしいでしょうか。 

 それでは、そろそろ時間も参りましたので、権利に関する問題については、今日の議論は途中と

いうことになっておりますけれども、次回に時間が設けられておりますので、そちらで扱わせてい

ただくことにいたしまして、本日の議論はこのあたりにさせていただきたいと思います。 

 関事務局長におかれましては、お忙しいところを御出席いただきまして、どうもありがとうござ

いました。 

 次回以降は、本日確認いただいたスケジュールに沿って、今後の議論を進めてまいります。差し

当たり次回は、まず前半で本日の議論を踏まえて、権利に関する問題についてさらなる検討を続け、

後半で緊急に対応が必要となっている美容医療を取り上げることにいたします。 

 

 

 

≪４．閉 会≫ 

 

○後藤座長 最後に、事務局から連絡事項をお願いいたします。 

○金児企画官 本日も熱心な御議論をどうもありがとうございました。 

 次回は４月17日16時からの開催を予定しておりますので、よろしくお願いいたします。 

○後藤座長 これで閉会とさせていただきます。どうもありがとうございました。 

 

以 上 




